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１．はじめに 
 

主権の意味：法上(de jure)の意味と事実上(de facto)の意味 
｢主権制限というコスト(sovereignty cost) ｣ 
法化(legalization)の指標：義務(obligation)・分節(precision)・委譲(delegation) 
NAFTA の紛争処理制度：第 11 章・第 19 章・第 20 章 

 Cf）｢連邦議会が承認した行政協定｣の合衆国憲法第 2 編 1 節 2 項の適合性 
 
 
２．法上の意味の主権の確認 
 
 ①自動執行性の否定(第 2021 条) 

②派生法の制定権の否定(第) Cf）国内法の留保(第 1902 条) 
③脱退権の確認(例：第 1903 条 3 項) 

 
 
３．事実上の意味の主権の確保１：NAFTA第 11 章 
 

2001 年 7 月 31 日付け北米自由貿易委員会解釈ノート(第 1131 条 2 項) 
 
Cf）第 1136 条 3 項：仲裁裁定の改定または無効を求める手続 

  
Cf）他の投資保護協定における回避 

 
 
４．事実上の意味の主権の確保２：NAFTA第 19 章 
 
 2 国間パネル(第 1904 条) 
 ①準則=国内法 
 ②仲裁人候補者名簿 cf）合衆国憲法第 3 編 1 節・第 2 編 2 節 2 項 

④国内的な決定の確定または差戻(remand) 
 ⑤先例拘束性の否定 
 ⑥｢例外的異議申立委員会(Extraordinary Challenge Committee) ｣ (付属 



第 1904.13 条) 
 

Cf）コモン・ロー系とシヴィル・ロー系 
 
 
５．おわりに 
 地域的な｢規制帝国｣としての合衆国 
 cf）｢カント的パラダイス｣｢ホッブズ的ジャングル｣ 
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